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1　はじめに
問題関心　わが国の近代製糸業研究史を振り返ると，金融体系が整傭され売込
商体制が成立する明治20年代以前について，若干の問題点が残されていると思
われる。とくに明治10（1877）年前後は，後に輸出生糸の犬宗を担う器械製糸技．
術が導入され，定着Lていく時期である。そこでの座繰法から器械製糸への転
換過程の検討は，わが国製糸業の近世以来の本来的発展のあり方に対し，安政．
6（1859）年の開港が与えたインパクトを探る上で椿好の題材となろう。ω
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1565
　462　　　　　　　　　　早稲田商学第32ラ・328合併号
　器械製糸技術を導入した経営が発展していくに際L，売込商の金融的バック
アップが不可欠であったことは言うまでもない。＝2］しかし，売込商体制が本格
・的に成立する明治20年代以前の段階において，器械製糸経営の一定度の展開＝
生産力的拡充がある程度果たされていたからこそ，売込商はそのバックアップ
するに値する対象を見出し得たのである。諏訪製糸業の発展過程はその好例と
して位置付けることが出来よう。〔副
　当該期に生産力的拡充に失敗した場合には，たとえ近世期に有カな生糸産地
であったとLても製糸中心地としての意義を失うことになろう。それ故，こう
した地域において，器械製糸の導入期にどのような対応がみられ，その後の推
移はどのようなものであったかを検討することにより，近世的構造に適合的で
あった蚕糸業地域に安政の開港がもたらLたイソパクトを確認することが出来
るであろう。
　ところでその検討に際し，以下の点についても留意することにしたい。それ
はまず，導入される技術の問題である。わが国に定着する器械製糸技術がき
わめて簡便に改造されたタイプのものであったことはつとに指摘されている
が，ωそれが先行技術との間にどのような関連を有していたかについては，未
充十分在解明がなされているとは言い難い。
　また，器械製糸技術がいかに簡便であったにせよ，従前の経営（おそらくは
座繰による賃挽・マニュファクチュア経営）に比べれぱ多大の固定資本投下を
要し，また購繭資金についても増加を招いたはずである。そこで，こうLた資
本投下がどのようにLてなされたかも当然問題となる。㈲
　また，明治10年代は生糸輸出先がフランスからアメリカヘと転換した時期で
あることにも注意する必要がある。｛6］筆者は前稿において，安政開港を契機に
中心市場が国内から国外へ転換したことが，需要される生糸品質を変化させ，
手挽法から座繰法への技術転換を促したとの指摘を行った。ωこの明治10年代
もまた，中心市場が転換しつつある時期である以上，その転換が器械製糸経営
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展開とどのように関わったかについても，考察の必要があろ㌔
本稿の課題本稿では，以上の間題を念頭に置き，それらを解明するための前
提的作業を行うことにする。
　対象とする地域は，飛騨とくに高山戸長役場管轄地域（大野郡高山町及び大
名田村）である。近世期の飛騨は，為登糸地帯として京都と密接な関係を有L，
その強い品質規制下にあった。高山はそうした幕藩制的流通の飛騨における結
節点と位置付げることが出来る。㈲Lかし安政6年の開港を契機に，同地の生
糸移出先とLて開港場横浜の比重が高まってい㍍本稿では，為登糸地帯から
横浜向げ生糸生産地帯へと転換Lた飛騨において，明治10年前後にどのような
層を中心に，また何を目的とLて，それ以前の経営（座繰による賃挽・マニュ）
に比して多大の資本（とくに固定資本）を要する器械製糸経営が設立されたか，
またそれらが明治10年代を通じてどのような経営の変動を示すかについて，考
察していくことにする。値］
　本稿において主に依拠する資料は，高山市郷土館の所蔵するr製糸勧業関係
資料』である。各経営から高山戸長役場へ提出された数値の分析を通じ，旧為
登糸生産地における器械製糸経営の実態に迫っていきたい。
注（ユ）明治10年代の器械製糸については，矢木明夫『日本近代製糸業の成立』御茶の水
　　書房，1960年，平沢清人「明治一○・二○年代長野県機械製糸エ業確立期の一考察」
　　（『近代産業の生成』御茶の水書房，1958年所坂），中村英子「小野組深山田製糸場
　　の経営」『経営史学』2巻3号，ユ967年，丹羽邦男「明治一○年前後における長野
　　県製糸業の存在形態」『徳川林政史研究所研究紀要』1974年，高山隆三「明治10年
　　代における製糸資本の生成と村落構造の変化1・2・3」『三田学会雑誌』62巻1・4・
　　6号，1969年参照。なお，筆者の安政開港の位置付けについては，拙稿「幕末開港
　　期における生糸繰糸技術転換の意義について」『杜会経済史学』53巻ユ号参照。
　（2）石井寛治『日本蚕糸業史分析』東大出版会，1972年。
　（3）諏訪蚕糸業の発展過程については矢木明夫『前掲書』参照。
　（4）例えば竹内壮一「近代製糸業への移行」『講座・日本技術の社会吏』第3巻，日
　　本評論杜，1983年。
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（5〕当該時期の固定資本の重要性については，大河内暁男『産業革命期経営史研究』
　岩波書店，1978年，第二部参照。
（6）石井寛治『前掲書』41頁。
（7〕前掲拙稿「募末開港期における生糸繰糸技術転換の意義について」。
（8）幕末期の飛騨蚕糸業については，梶川勇作「幕末・明治初年の飛騨の蚕糸業」『地
　方史研究』112号，1971年，及び拙稿「近世における生糸品質と蚕種選択」『早稲田夫
　挙大挙院商学研究科紀要』17号，1983年参照。
（9〕同地の器械製糸は，明治10年代初めには茂木など横浜の売込商向け生産を中心に
　急遠な成長を示したが，行論中で述べるようにその後明治10年代後半からは停滞の
　色を濃くしていく。この停滞の要因は，後述する器械製糸業成立時の事情からある
　程度窺うことが出来よう。Lかし，特殊高山的な要因からその停滞性を説明しきる
　ことには疑問が残る。高山の停滞は，隣接する諏訪と表裏の関係にあるものとLて
　とらえる必要があろう。産業に均等発展はあり得ない以上，横浜により近く，水利
　面でも有利で地域的にも広がりをもち，しかも農民的商品生産を背景とする諏訪を
　近傍に控えて，山聞の飛騨から労働力や原料繭が流出Lていくのはさほど不自然で
　はない（例えば山本茂美『ああ野麦峠』朝日新聞杜，1968年，また石井寛治『前掲
　書』267頁）。
2　高山における器械製糸業の形成
（1）明治前期の飛騨蚕糸業
　明治期を通じて，岐阜県（飛騨・美濃）は全国有数の生糸生産地帯であっ
た。ω横浜との関わりも深く，本稿の対象期と重なる明治9（1876）年から同15
年にかげて，飛騨の横浜向げ出荷量はおおむねベスト8に入っている。＝2〕
　明治10年代の飛騨の生糸生産に特徴的なのは，その器械化率の高さである
（第1表のc／A欄参照）。飛騨の生糸総生産量（A欄）は，明治10年代半ぱ以
降停滞的に推移するものの，9年から20年にかげてほぽ2倍の水準に到達して
おり，その半ぱ以上が横浜に出荷された模様である（E／A欄）。一方，総生産
量に占める器械糸の割合は，明治10年前後にかげて伸長が著Lい。帽］器械生糸
が統言十に初めて登場してから3年目の明治11年には，はやくも飛騨の総生産量
の半ぱを占めるに至り（C／A欄），また明治15年には10年の2倍の生産水準に
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第1表飛騨の生糸生産状況
　　　総生産阜　　　器械生産量　横浜向け一夫野郡の　器械生糸比率　横浜出荷■
明浴　うち　　うち出荷量≡生産比率　犬野郡比率　　　　　　犬野郡　　　　大野郡　　　A　　　B　　　c　　　D　　　E　　　B／A　　c／A　　D／B　　E／A
　　　　貫　　貫　　貫　　貫
96．602　　　674　451
10　　　7．759　　　　　　　　　　2．688　　　2．098
11　　　6．960　　　　　　　　　3．569　　2．501
12　　　8．800　　　　　　　　　3．644　　2．736
13　　　9．201　　　　　　　　　　4．645　　3．323
14　　　9．459　　　5．133　　　4．675　　　3・201
15　　10．540　　5．050　　　5．684　　3・294
16　　　9．822　　3．801　　　5．894　　3．275
17　　11．455　　6．613　　　5・430　　3．087
18　　　9．034　　5．690　　　4．886　　2．608
19　　13．428　　5．627　　　7．215　　3．951
20　　12．721　　4099　　　7・244　　3・534
21　　11．903　　3．919　　　6．309　　2．997
22　　12．449　　　5．342　　　5．430
23　　　8．894　　3．530　　　4．886
24　　13．498　　　5．803　　　7．217
25　　11．642　　6．013　　　7．244
26　　12．875　　5．457　　　6，219
　　貫
4，414
3．744
5．076
4．401
7．956　　54
6．120　　48
4．779　　39
　 　　　58
　　　　63
　 　　　42
　　　　32
　　　　　33
　　　　　43
　　　　　40
　　　　　43
　　　　　52
　　　　　42
10
35
51
41
50
49
54
60
47
54
54
57
53
μ
55
53
62
48
62
65
86
47
46
70
86
76
67
54
58
48
84
58
49
（注）1．　「総生産量」は，『岐阜県史通史編』近代中，p．728－9より。但L明治12年の飛験生産量は『横浜市史』
　　第3巻上、p．493より。同14・15年はr管内製糸家及産額表」（マイクロフィルム『府県史料』所収r岐
　　阜県史稿四」）。16年以降については各年『峻阜県統計書』に貌る。玉糸・のL糸・きぴそを除くo
　2．　「器械生産量」は，明治15年までぱr岐阜県管内擦械製糸所一覧表」（r岐阜県史稿四」），同16隼以降
　　は各年『岐阜県統計書』に貌る。
　3．　「横浜向げ出荷量」は『僕浜扁史』第3巻上．p．474よ㌦
達Lている（C欄）。
　以上から，飛騨におげる生糸生産の器械化は急速であり，少なくとも明治10
年代半ぱまで同地の生糸生産の伸長が器械製糸の発展に依存していたことは明
らかであろう。｛4コ
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（2）高山器械製糸業の成立
急連な器械化　本稿の分析対象地である大野郡の高山戸長役場管轄地域の場合・
生糸生産の器械化は，飛騨・美濃を併せた岐阜県の中でも際立って急速であっ
た。高山戸長役場管内の器械製糸経営は明治6（1873）年の森佐兵街らの工場
を嗜矢とするが，その5年後の明治11年の工場数は，47を数えるに至っている
（第2表参照）。この明治11年末の状況を示す「全国器械製糸場調査」（勧農局）
（よると，帽〕同年の岐阜県の器械製糸工場数は全国第二位で142に達しているが，
高山の工場数のみでその33劣を占める計算になる。また先の第1表に掲げたと
おり，高山を中心とする大野郡一郡だげで，㈹明治14年時点の飛騨の生糸生産
総量の半ぱを占めるが（第1表B／A欄），そのうち器械生糸の割合は62劣（D／
B欄）で飛騨全体の平均49劣（C／A欄）を上回っているのであ乱
　以上，高山戸長役場管内の生糸生産の器械化は，全国レベルを抜いていた飛
騨の動向に対比しても相当に急速であったと推測し得る。
夫規模性　第2表では，器械経営の規模（釜数）が把握出来る明治9年から同
15年までについて，釜数を基準に階層分げし，それぞれの経営数の推移を追っ
てみた。
　本表からはまず，明治9年から同11年にかげて経営数の顕著な増加をみてと
第2表釜数別の器械製糸経営数推移
釜　数 明治9 明治10 明治11 明治12 明治13 明治14 明治15
80以上 1 4（3） 5 5 5 4
60以上 1 5 3（1） 2 2 2
40以上 1 1 2（1） 2 2 2 3
20以上 5 12 21（5） 19 17 16 工4
20未満 2 16 17（2） 13 3 3 9
経営数計 9 35 47（12） 41 29 26 32
（注）1．　明冶11年の（）内は，同20年まで存続した「継続経営」数0
　2．　「岐阜県管内機鹸製糸所一覧表」（マイク目フィルム『府県史料』所坂「岐阜県史稿四」）に依拠o
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り得る。この増加の中心は40釜未満の2階層であるが，他方40釜以上の各層に
ついても，10年は合計7，11年にも9経営を数えるなどかなりの伸長を示して
～・る点が注目される。明治11年に80釜以上層が増加したのは，10年の60釜以上
層の上昇によることが判明しており，成立期の大規模経営の積極性が窺えよ
う。このように，明治10年代初めの時点で既に比較的大規模な経営が成立Lて
いるところに，「小生産老の発展コースが存在した」｛7］諏訪とは異なる特徴がみ
とめられる。
　また，明治12年の器械製糸経営のうち資本金額の判明する36経営について，
その合計金額59，446円を釜数合計1，101で除すと，31円となる。帽〕これに対し，
ほぼ同時期（明治13年）の信州諏訪郡今井区の1釜当り資本金額は，最高でも
25円に遇ぎない。値〕既述の大規模性をも併せ考えると，明治10年代初めにおい
て，飛騨高山の器械製糸業のr器械」化の度合いが諏訪を上回っていたことは
明らかである。
技術の程度　とは言え，その経営はやはりr簡便」の域を出るものではなかっ
た。第3表は明治12年に在存Lた41経営のうちの16経営について，その開業時
の様相をまとめたものである。これによると，製糸場を起工してから竣工・開
業までに要した期間（「建設期聞」）は，規模の大小に拘らずおおむね4ケ月程
度に過ぎず，中には1－2ケ月のものもみとめられる。高山町内の経営は何れ
も自宅または自宅裏に開業したものであって，その建設期問も1－2ケ月と比
較的短く，また立地の関係からか動力源はすべて人力であ飢これに対し，水
車を動力とする経営の開業地は，すべて高山に隣接し水利の便の良い大名田村
であり，人力依存の経営に比べれば建設期聞も長い。ただし，1－2ケ月で建
設した事例の中には水車動力のものも2つみとめられるのであり，水力器械製
糸が全く新奇な技術というわけではなかったことを窺わせる。ω
　これらの経営に導入された器械の詳細は不明である。しかし，既述の森佐兵
衛らとともに明治6年の器械製糸導入に関わった佐野長二郎が，その前年に諏
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第3表　器械製糸開業時の様相
経営者名
森・作野ら
直井・1⊥1田・岩田
漆山吉右術門
桐　山　和　吉
直井佼兵術
羽田宇三郎
竪　野　二　郎
白　井　徳　蔵
砦田久右術門
中野・坂巻
白川忠兵術
森　佐兵術
桝井吉右術門
大野清十郎
白　野　啓　助
開産祉製糸所
開業年月
明治
6年
7年7月
8年8月
9年4月
9年7月
9年7月
g年7月
10年
10年7月
10年7月
10年7月
11年
11年7月
11年7月
11年7月
11年10月
建設期間
4ケ月
1ケ月
1ケ月
4ケ月
4ケ月
4ケ月
（7ケ月）
4ケ月
4ケ月
（9ケ月）
2ケ月
4ケ月
7ケ月
開業場所
大名田村
大名田村
高山町
大名田村
大名田村
高山町
高山町
高山町
大名田村
大名田村
高山町
大名田村
高山町
大名田村
大名田村
大名田村
動力
水車
人力
水車
水車
人力
人力
人力
水車
水車
人力
水車
人力
水革
水車
水車
煮繭
炭火
焚火
炭火
炭火
炭火
炭火
炭火
炭火
炭火
炭火
焚火
炭火
炭火
炭火
蒸気
釜数
48
35
48
86
26
36
26
66
60
12
48
26
20
25
101
備　　　　　考
上諏訪深山囚製糸場を模倣，その工女の指導を
受ける。10年譲波す。
富岡製糸場，また6年開業の森製糸場に倣う。
9年山田の単独経営へ。
11年まで毎年釜数増カl1し，99人挽へ。
2年に座繰捉糸を娯造。當岡鯉糸場に倣う。
11年に24釜増加。
12年20釜増加。
3年，古川■町に座繰技術を伝える。
金沢製糸場に模す。r其営造器械ヤヤ劣ルトイ
エドモ便用同一タリ」。
9年30人挽足踏製糸器械所設立。
（注）1．逃設期脚とは．起工から竣工までの期間。汰お一その間に降割切をはさんでいる場合．（）で括ったo
　2．明治6年の森，同7年の直プ1・は．明治11年の森佐兵衛及び9年の南牛佐兵術と同一人物。
　3．主たる依拠資料は，醐治12年「生糸生産書．ヒ」「生糸製造跡調」（高111市郷二1燃所蔵篶
ト㊦oo
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訪の深山田製糸場を見学した後，高山役所に提出した「意見書」には，高山の
犬工らによって同製糸場を模造せんとする方針が打ち出されてい乱また，
ユ01人繰と全国でも有数の規模を誇る開産杜製糸所（第3表最下段）の場合でさ
え，蒸気釜は東京より購求Lたものの，建物・r器械」は現地夫工らによるr模
造」であった。回開産杜製糸所以外に，煮繭・動力に蒸気を用いる経営は見あ
たらないから，当時のr器械」の大半は高山において調達されたとみてよかろ
う。第3表備考に掲げたとおり，直井佐兵衛・白川忠兵衛・桝井吉右衛門らは，
器械製糸を開業する前に座繰製糸やまたそれを更に能率的にLた足踏製糸を行
っていた。こうLた技術的前提が「器械」の現地調達の背景にあったからこそ，
その速やかな建設が可能にたったものと考えられる。
1（3）器械製糸導入の要因
導入の背景　高岬こおげる器械製糸の導入はいかにも急遠であり，しかも当初
より大規模経営の比重を無視し得なかった。このような導入のあり方が，明治
政府の生糸粗製濫造対策＝器械製糸奨励策に応えるものであったことぱ勿論で
ある。ωLかし，そうした対策が高山において有効に機能し得た背景には，か
かる施策を積極的に受げ入れた階層の存在を予測L得るのである。
　近世期において，飛騨は全国有数の為登糸地帯であり，その故に京都西陣の
主導する強い品質規制の下にあった。その生産形態は二様であり，高山町内に
　　　　　　　　　　まLたおいては賃挽に，また益田郡においては農民の自家繭製糸によっていた。名高
～・r益田糸」ブランドぱ，農民の副業にたるものである。高山の商人は，こう
して生産される生糸を集荷して京都に送っていた。胸
　この幕藩制的な流通ルートに組み込まれたかたちでの生糸生産は，安政6
（1859）年の開港によって変化を余儀なくされた。開港場横浜での生糸の高値は，
一飛騨の生糸生産を大いに刺激Lた。能率的な座繰法が，品質的問題点を残しつ
つも手挽法に代って普及するのは，開港後の慶応から明治にかけての時期であ
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ったと言われる。胸
　そしてこの頃から，飛騨の生糸生産に異変が発生する。すなわちr元来飛騨
国ハ製糸ヲ以国中第一之生産ニシテ，古来右製糸之絹出侯多少二寄国中会計二
大関係シ侯天然特有之物産ニシテ，各々人民此製糸之潤沢ヲ受サル者無之程」
であったのが，いまや「製造方粗悪，各外国輸出モ是カ為二下等ノ位置二有
之」（下線筆者）㈲と表現される有様となった。かつて為登糸とLて高品質を誇
った飛騨産生糸に，製造工程の不備によって不良品が生じ，ために販路の閉塞
を招きかねない事態に陥っているわげである。
　この辺の事情については，明治3（1870）年に高山「繭生糸稼人」らが提出し
た「管見書」から，より詳しくとらえることが出来る。同史料には，横浜に括
いて飛騨産生糸が低値をつげられる理由として次の点が指摘されている。①生
産者が生糸の目方にぼかり気を取られてひたすら製糸能率の向上を指向する緒
果，ニツ取座繰の使用やあるいは揚返し工程の省略が行われ，ために糸性（色
艶・太さ）が悪くなっている。②良品は資金力豊富な他国商人に買い敢られ，
r上州前橋」やr信州上田」ブランドを付されて横浜へ売り込まれる，という
のである。㈹
　①からは，さきのr製造方粗悪」の内容が窺えよう。すなわち，製造工程に
おげる技術の選択が能率向上のみ重視してなされたが故に，生糸晶質の低下を
結果しているのである。もはやこの明治初年の時点では，開港以前の飛騨の生
産者が，京都商人またその飛騨におげる代理人である高山商人の流通統制＝晶
質統制の下で為登糸を生産していた面影はみとめられない。こうLた能率指向
の技術選択は・開港後，生糸移出の中心が横浜へ変化したために京都商人の飛
騨に対する規制力が低下し，従って当然，高山商人の流通支配力が低下したこ
との反映ととらえることが出来る。そして②に指摘されたr他国商人」の飛騨
産生糸への進出という事態こそ，高山商人が保持してきた流通中枢とLての地・
位の動揺を端的に示すものなのである。
　1574
　　　　　　　　　　　近代飛騒器械製糸経営の展麗　　　　　　　　　　47工
　このよう恋状況の下で，高山商人が引き続き生糸営業から利益を得ていくた
めには，京都に代る最大市場＝横浜の欲する品質の生糸を確保する必要があ
る。しかLこの横浜市場では，かつて飛騨の誇りであった「益田糸」でさえ，
安政開港以前の国内市場で受げてきたような高い評価を期待することは出来な
かった。上述のとおり，開港後に新たな生糸繰糸技術が普及（手挽法に代って
相対的品質低下をいとわず能率を指向する座繰法が普及）したことによって，
開港以前の品質はもとより，新たに開港場横浜が望むようになった品質を作り
出すことも困難となっているのであ私また，益田郡のような在来産堆にかり
に良質糸があったとしても，それには値国商人の支配の手が及びつつあ乱
　高山におげる器械製糸技術導入の動きは，こうした状況下で発生したと考え
られ乱先にもふれた佐野長二郎は，明治5年のr意見書」の中で，高山はも
ちろん飛騨全体に器械製糸を導入する必要性を強調している。佐野によると，
器械製糸導入によって飛騨の生糸品質は向上しその高値販売も可能となるが，
仮に導入されないとLたら，飛騨産生糸は販路を失ないまた国内産繭を他国の
　　　〔甲〒〕r洋式機械有之場所之商人」に賃い敢られるなど，高山市中の商入・賃挽人に
不利益をもたらすことになるというのである。㈹
　開港後の状況の下で高山商人が棲浜市場の望む晶質の生糸を確保するために
は，生糸生産遇程（Lかも彼らの支配力の及ぶそれ）に器械製糸技術が採用さ
れることが望まLかった。その採用・によって，製出生糸の横浜での高価格販売
が可能となる。そのことはまた原料繭の高値買敢を可能とし，その結果，飛騨
国内の産繭の他国商人への流出も防げることとなろう。LかL，器械製糸には
従来よりも多額の固定資本投下を必要とするのであり，これは，開港前まで良
質生糸生産を担ってきた益田’郡の自家繭製糸経営にとっては至難の業である。
それ故，高山商人は政府：岐阜県の器械製糸奨励に積極的に反応L，後述する
ように県の資金をも活用して，自ら生産に乗り出さざるを得なかった。胸しか
もその建設に際しては，もはやかつての良質糸生産地＝益田郡にこだわること
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なく，自らの膝下＝高山に器械製糸場を建設することにたったと考えられるの
である。
開業者　既述のとおり，器械製糸経営の設立考には近世期からの高山生糸商人
（賃挽を行っていた考を含む）が多かったと思われる。以下では，後年の「履
歴」資料によって，胸初期の開業者のうち後に有力となっていく考を中心に，
その器械製糸開業までの系譜を確認したい。
　明治6年に高山で初めて器械製糸経営を開業した森佐兵衛（通称r大佐」）は，
近世初期に高山に移住して以来，飛騨国一円の生糸を買い集めてr京都方面へ
移出販売スルコト」を業としてきた家系に属する老であった。開港後の慶応3
（1867）年に至り，彼は流通のみならず生産の直接掌握に乗り出す。すなわちこ
の年，横浜向けに座繰製糸を開業L，次いで既述のとおり器械製糸経営を設立
Lたのである。さらに明治11年，彼は金沢製糸場に模Lて新たに48人繰水車製
糸場を開業している。醐
　明治7年に器械製糸を開業する直井佐兵衛も，近世期にば生糸をr連年西京
へ出荷，売リ捌キ来リタル」者であり，明治に入ってからは生糸改所の検査役
をつとめる有力商人であった。彼も，開港後の明治2年になってから座繰提糸
の製造に進出する。同7年Kは，群馬県の富岡製糸所を見学の上，それに模し
て48人繰の水車製糸所を共同設立するに至った。7年，8年と製造した生糸を
横浜へ出荷し「両年多額ノ利益を得」，9年3月には独力で86人繰の水車製糸
所を開業するまでになっね彼は，明治11年に同業考16名を募って共同出荷組
織r永昌杜」を設立するなど，その後の高山器械製糸業の中心的人物になって
いくσ
　また明治12年の史料から，当時高山でr生糸卸商」r木綿小売」などに携わる
有力考15名が判明するが，そのうち14名は同年に器械製糸を行っていたことが
確認される。これもまた同地の器械製糸業考が，商人的側面を強く有していた
ことを証明するものである。副
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　このように高山の器械製糸経営者は，近世期に為登糸と関わりを持っていた
か，または少なくとも明治期にあって生糸流通に関係していた層が中心であっ
た。彼らは開港後に座繰製糸の体験を経た後，器械製糸へと推転Lていったも
のと考えられる。
　以上のように，高山における器械製糸の導入は，安政開港を契機に生糸の流
通主導権を動揺させたこれら高山商人が，政府＝県の粗製濫造対策を受容し，
これを活用しつつ経営の立て直しをはかったものであり，他国商人の進出に対
する防衛的側面を色濃く有していたものと考えられる。
賓金調達　器械製糸開業に当たって，どの程度の資金を要しまたそれがいかに
して調達されたのかについて，その詳細は不明である。しかし初期の相対的大
規模経営では，自己の蓄積または近傍からの借入金，及び県からの貸与金に依
存する面が大きかったと思われる。前述の森・佐野らの器械製糸場の場合，設
立者のうち佐野ほか1名は，自分達の分担する30釜分の器械について借入金
（おそらくは高山町内からの）で賄う予定であった。それが困難となった時，
彼らは県に対し支払いの肩代わりを求めている。働この経営は予定どおり明治
6年中に開業の運びとなっているから，おそらく彼らの要求は通ったのであろ
う。
　この他，明治11年に殖産輿業事業の一環として開業した開産杜製糸所は，高
山町内の複数の有力老を経営陣に迎え一応民営の体裁をとっていたが，その開
業資金1，500円と運転資金の一部8，450円とは岐阜県からの貸下げ金に負うて
いた。鯛
　以上述べてきたとおり，高山の器械製糸は，近世飛騨において生糸をはじめ
様々な物品の流通を支配してきた高山商人らによって，自弁であるにせよ借入
にょるにせよ，幕藩制的商品流通遇程より抽出された蓄積に依存しつつ成立L
た側面が強いと思われる。彼らの器械製糸への進出は，安政開港以降沈下しつ
っある自らの地位の回復をはかった防衛的な色彩が強い。岐阜県庁の粗製濫造
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対策は，地租改正により生じた剰余金などの融通を通じて，こうした高山商人
の動きを促進するものであった。図この結果として，相対的に大規模な器械化
が高山において速やかに進行したと考えられるのであ乱
注（1）石井寛治『前掲書』198頁。
　（2）　『横浜市吏』第3巻上，1961年，474－5頁。
　（3〕ここでは，「工場」生産量を器械糸生産量と等置してい飢「工場」には1O人繰以
　　上のものしか把握されていないため，実際の器械糸生産量は本表掲載の数値より若
　　干多くなる筈である。
　｛4）中心布場の転換が飛騨の器械製糸業に与えた影響は明確でない。ただ，飛舜の器・
　　械生糸生産は，明治10年からわが国の生糸輸出の中心がフラソスからアメリカに転
　　換する同17年前後にかげて1．8～2．7借とかなりの伸長を示しており，これは生糸総
　　生産の1．2～1．7倍という伸び率をかなり上回飢高山の器械製糸経営とアメリカ市
　　努との関係については3の（3）で若干述べることにする。
　（5）10人繰以上工場の調査。古島敏雄『資本制生産の発展と地主制』御茶の水書房
　　1963年，278－9頁，及び石井寛治『前掲書』129頁。
　（6）第1表依拠資料に拠ると，明治10年代に入ってから，高山管内の器械生糸生産量
　　ば犬野郡全体のほぼ9割を占めている。
　（7）石井寛治『前掲書』131頁，たお矢木明夫『前掲書』第54表。
　（8）明治12年「生糸製造所調」（高山市郷土館所蔵，以下とくに注記なきものは同館
　　所蔵『製糸勧業関係資料』），同年「岐阜県管内機械製糸所一覧表」（マイクロフィル
　　ム『府県史料』所収「岐阜県史稿四」）。
　（9）矢木明夫『前掲書』222頁。ただし，この時期の「資本金」の意味内容について
　　ぱ更に検討を要すると思われるo
　㈹　この点については前掲拙稿「慕末開港期における生糸繰糸技術転換の意義につし㌧
　　て」参照。
　⑪　明治12年「生糸製造所調」。ただL佐野長二郎・森佐兵衛らの製糸所の場合，鋸
　　については信州松本に発注されている（明治5年「舶来生糸製造取建方意見書」・
　　同6年4月「舶来製糸器械資金の件」高山市郷土館『角竹文庫』所収）。
　⑫政府の粗製濫造対策については，例えば竹内壮一「前掲論文」参照。また県のそ
　　れについてぼ，『岐阜県史　通史編』近代中，1970年，735－44頁参照。
　⑬　梶川勇作「前掲論文」，前掲拙稿「近世におげる生糸晶質と蚕種選択」。なお前掲・
　　『岐阜県史　通史編』8頁。
　⑭　前掲『岐阜県史　通史編』738頁。なお，繰糸技術の捷移については拙稿（共同［
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　執簑）「近世の養蚕・製糸業」前掲『講座・貝本技術の杜会史』参照。
⑮　明治12年4月「開産杜製糸所総代より岐阜県令宛貸渡金延納願書」（高山市郷土
　鎗『開産杜資料』所収）。
⑯　明治3年3月「蘭生糸稼人管見書」。たお，「繭生糸稼人」には問屋制賃貌商人を
　含む（前掲『岐阜県史　通史編』731頁）。
⑰　前出明治5隼「舶来生糸製造敢建方意見書」。
⑱佐野長二郎の深山田製糸場見学も，県（当時は筑摩県）の高山支庁の内達に基づ
　いていた（前掲『岐阜県吏　通史編』741頁）。岐阜県の資金融通については後述。
　なお明治10年前後に器械製糸を開業する者の大半は，先の「管見書」にその提出者
　として名前が見える「繭生糸稼人」であったo
⑲　以下，「履歴」については明治20年「生糸製造二関スル履歴書」・犬正4年「蚕業
　功労老調」に拠弘なお，前掲『岐阜県史　通吏編』723頁。
⑳　「金沢製糸場」は，明治7年に富岡製糸場に模して設立された石川県立金沢製糸
　場（フラソス式，水車100人繰，蒸気煮繭）ではないかと思われる（加藤宗一『目
　本製糸技術史』製糸技術史研究会，ヱ979年）。もしそうであるとしたら，イタリア
　式（深山田製糸場）からフランス式への技術転換というかたちで導入技術の適正化
　がはかられたことになるo
⑳　明治13年5月「生糸飼商売額調書」。r生糸揮商」で器械製糸を行っている老のう
　ち調査対象年である明治工2年の製出器械生糸の「代価」が判明するのは6名である
　が，その「代価」合計25，658円は「売額」合計85，ユ99円の30劣程度であり，経営の
　比重が流通面にあったことを窺わせる。また第3表所載の白川忠兵衛にっいても，
　近世期に京都へ生糸を為登ていたことが釦られる（安政3年「京都中田屋糸代金諸
　事帳」高山市郷土館『角竹文庫』所坂）。
⑳　前出明治6年「舶来製糸器滅資金の件」。
⑳闘産杜製糸所は，ユ01人繰で水車動力・蒸気煮繭という全国でも有数の規模・設
　備を誇り，飛劉こおける器滅製糸モデルエ場の役割をも担っていた。しかしその後
　の経営は芳しくなく，明治17年には上木小三郎の完全な個人製糸経営に移行Lてい
　る（明治17年6月「開産杜製糸所総代より開産杜杜長宛届蓄」高山市郷土館『開産
　杜資料』所収）。
⑳　飛騨における地窟改正とその結果については，前掲『岐阜県史　通史編』第一章
　を参照。
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3　明治10年代の高山器械製糸経営
〈1）器械製糸経営の展開遇程
　第4表は，明治9（1876）年から同15年にかげて，高山の器械製糸経営を階層
わげし，その経営数，平均生産量，また合計生産量の推移を示したものであ
る。2でも述べたとおり，器械製糸経営の数は明治11年までの伸長が目覚まし
く，40釜以上の相対的大規模経営も比較的多く成立した。Lかし，40釜未満の
第4表器械製糸経営の階層別生産状況
釜数
80以上
60以上
40以上
20以上
20未溝
総平均
明治9 明治iO
・1・i・1・
貫1
67．52
134．47
38．40
30．OO
1
5
1
12
16
　　貫
160．32
161．10
159，41
4．32
21．03
明治11
A
4（3）
3（1）
2（工）
21（5）
17（2）
　　貫
190．姻
98．29
83．04
38．53
18．39
明治12
合計！
50．44
453．9835
・…i
・，・・・…1・・（・・）
A
釜数
80以上
60以上
40以上
20以上
20未溝
総平均
明治13
・i・
。1
・」
、；
3
　　貫
258．8
148．08
142．16
67．96
47．39
109．38
合計1・小・・・…
5
2
2
19
13
蛆・・1
2，344．641
　　貫
182．98
110．77
118．05
45．41
21．45
61．32
明治14　　　　　明治15
A
2
16
3
26
　　貫
289．76
163．60
73．89
39．89
A
4
2
3
14
9
・1・…1
　　貫
263．83
225．44
190．95
89．47
48．03
117．62
帆・・1・・ 3，763．95
2，5工4．25
（注）1．
　　2．
　　茗．
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Aは経営数，Bはその階層に属する1経営当りの平均生糸生産量o
弱冶11年の（　）内は同20牢まで存続した「継続経営」数o
「峻阜県管内機被製糸所一覧表」（守イク目フィルム『府県吏料』所収「岐卓県史稿四」）に依鉤o
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経営も多数発生Lたが故に，1経営当りの総平均生産量は50貫前後に．停滞して
いる。また階層毎の1経営当り平均生産量を見ると，40釜以上の各層の変動の
激しさ，また40釜未満の各層の停滞性が顕薯である。
　明治12年以降の経営数の減少は，20釜未満の小規模経営層を中心とLてい
る。この階層は明治13年には僅か3経営に落ち込んでおり，他の階層に属する
経営数が比較的安定しているのとは対照的である。第5表に掲げたとおり，16
年以降も高山戸長管区の器械経営数は減少を続げる。明治20年には23となり・
同22年にはついに20台を割って13，24年には僅か8経営となっている。明治11
第5表高山管内の器械生糸生産
明　治 経営数：A生産量：B B／A
貫 貫8 7 391 56
9 9 454 50
10 35 1，994 57
11 47 2，345 50
工2 41 2，514 61
13 29 3，172 109
14 26 3，078 118
ユ5 32 3，764 ユ18
16 32 3，136 98
17 26 3，052 117
18 25 2，556 102
19 21 3，881 185
20 23 3，366 146
21 2ユ 2，997 143
22 13 2，722 209
23 11 2，066 188
24 8 2，207 276
25 8 1，854 232
26 13 3，418 263
（注）1．高山管内とは高山町・犬名田村。
　2．明治8年は「器械製糸営業着調」（高山市郷土館
　　所歳），同9年以降は第1表佼拠史料｝こ同じ。
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年に存在した47経営のうち，明治20年まで存続する経営は12であるから（第4
表の明治11年のA括弧内参照），同年の経営総数23の半ぱ以上を占める計算に
友る。すなわち，明治12年以降の高山器械製糸は，新たな経営の発生力に乏し
かった。この点に，慕藩制的商品流通を担っていた商人たちをその中核とする
高山器械製糸業の信州諏訪器械製糸業とは異たる特徴が反映されている。
　また，明治11年までに成立した経営も，その後安定的であったわけではな
い。明治11－20年にかげて存続を確認される12経営（以下「継続経営」と略称）
は，明治11年現在の経営総数47の26％に遇ぎないのである。ω
　ただし第4表のとおり明治12年から同15年にかけて，経営総数カミ40台から30
前後に減少するものの総平均生産量は60貫台から110貫台へと伸長しており，
階層別平均生産量をみてもほぽすべての階層で増加の頓向がみとめられる。②
この結果，明治15年の器械生糸生産量は3，764貰に達している。しかし・この
ような伸長の傾向が定着したとは言い難い。第5表にみられるとおり，明治16
年以降経営数は相変わらず減少を続げるが，他方器械生糸生産量も減少の方向
に転換するのである。このため，とくに明治16－18年にかげては総平均生産量
（B／A）が100貰前後に停滞するという有様になっている。その後，若干の凸
凹はあるものの器械生糸生産量は減少を続げ，高山器械製糸業の衰退傾向はも
はや覆い難くなるのである。
　以上，高岬こおいては明治11年までの問に多数の器械経営が発生したものの，
その後は新規経営の発生力を欠いており，比較的大規模なものを除いては経営
の安定性にも乏しかったと推測される。明治12年以降経営数が滅少する中で，
後述するとおりr継続経営」を中心としてその生産を伸ぱす傾向も存在したも
のの（後述（3）を参照），全体としては停滞的な色彩が強まってくるのである。
｛2）明治10年代の経営分析
　上述のとおり，明治10年代の高山において器械製糸経営は必ずしも安定Lて
　1582
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いなかったと考えられる。そこで本節では，いかなる要因でこの不安定性がも
たらされたかに？いて，経営内容の概括的検討を試みることにする。
　同地の器械製糸経営も，その原料繭の購入に際して借入金に負う面があった
ことぱ当然推測されるところである。従って，この借入金及び利子を判然とな
’し得ない筆者の現状にあって，経営の正確な利益率の算定を行うことは困難で
ある。さLあたってここでは，生糸売上代価と製造費用（購入繭代・労賃・薪
炭費の合計額）との差額が利益額を反映しているものととらえ，考察を進めて
いく。
　第6表には，生糸百斤当たりの代価・製造費を掲げた。代価は，その大半が
横浜での販売価格と考えられる。㈹本表からは，まず明治9（1876）年の生糸代
価の高さ（800円余），それとは対照的な製造費の低さ（500円余）がみてとり得
る。両者の差額は百斤当たりで300円近くに達している。この当時，器械製糸
による生産が非常に有利であったことが窺えよう。
　この当時の器械製糸経営の好調さについては，先に引用したr履歴」資料か
らも裏付けることが出来る。ωこれによると，直井佐兵衛の明治7年の横浜向
け生糸百斤代価は889円，8年は725円でr両年多額ノ利益ヲ得」，9年9月
第6表　生糸百斤数値比較
百斤製造費 代価製造 1経営百斤代価 平　　均 サンプルうち うち 費差額 製糸量 経営数繭　代 給料雑費
円 円 円 円 円 買
明治9 800．17501．97 395．38 106．59 298．20 82．46 6
同ユ0 683．04598．88 490．38 108．50 84．16 88，83 10
同11 687．50680．82 570．40 110．42 6．68 94．24 13
同ユ6 586，66582，97 479．33 103．64 3．69 102．57 28
同18 608．82539．80 438．52 工01．3工 69．02 ヱ1ユ．00 2ユ
（注）1．百斤代価は，各経営製造生糸の販売代価をもとに算出。
　2、百斤製造費は，原料商代・絵料・雑費の合計。
　3．依鉤史料は．明治9－11牢は同12年「生糸生産書上」，同16年は同年r製糸事業景況」一同18年は『第
　　2次長商務統計表』。『農商務統計表』を除き何れも商山市郷土館所鼠
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には1，120円とさらにr多数ノ利益」があがった。また森佐兵衛の「履歴」に
も，明治6年以降の器械製糸はr工女共業二熟スルヤ，製スくレ所ノ綾純白，光
沢鮮明，他ノ製糸（座繰製糸一筆考注）二超越シ随テ外人ノ価格モ太ダ大差ア
リ」と述べられている。高山におげる器械製糸の導入者＝佐野長二郎が期待し
たとおり，器械による生糸品質が安政開港以降に普及した座繰法による生糸に
まさっており，このことが横浜での生糸代価に反映されているのである。＝5j
　直井・森ともに共同経営から出発Lたが，数年を経ずして独力で工場建設を
果たすに至っている（前掲第3表参照）。これら高山の先行的な器械経営の場
合，器械製糸を通じ煩調た資本蓄積があったれぱこそ，新たた固定資本投入に
踏み切ったのであろう。こうした先行器械経営の成功が，高山におげる器械製
糸の急速な普及に貢献Lたことは疑いない。そして明治10年におげる代価と製
造費との差額がなお84円に達Lている事実は，高山において器械製糸業への新
規参入が目立つこの時期には，未だ相当の高利潤が保証されていたことを証明
するものである。
　Lかし，代価と製造費の差額は，明治11年に7円弱，同16年には4円弱と急
激に滅少している。そしてこの両年に挟まれた明治11－14年という時期こそ，
高山におげる器械製糸経営の急減期であったことは前述のとおりである（第4
表）。この時期の器械製糸経営が極めて困難な状況にあったことは，先に引用
一した森佐兵衛のr履歴」に，明治11年以降r費用」の多さ故にr屡衰状を呈L
た」とあることからも窺える。明治11年に代価製造費差額が激減したゆえんは，
第7表に掲げたとおり，（ユ）生産代価の下落（明治9年を100とした場合，11年
の生糸百斤代価86）と，（2）原料繭代の上昇（明治9年を100とした場合，11年
の繭代144）とにあった。とくに原料繭代のμポイントの上昇こそ，この明治
11年時点におげる器械製糸経営困難化の主因であり，それが森のいうr費用」
の中心であったことは疑いない。
　明治14年以降・経営数自体はやや回復するものの，相変わらず経営環境には
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　第7表　前表・指数表示
481
「 百斤製造費 「＝ 百斤代価 ■代価製造■
■ 一■うち うち 費差額一 蘭　代 給料雑費 ，■明治9 1001 「100 100 ・001…
＝
一
≡ 同10 85 1ユ9
　…1・・l　　　　　　　l
124　1
ヨ 同11 86 工36 1μ11041　2同16 73 116 ■ 　　　　　一121196r　1
コ同18 76 108 一■ 111195i23
（注）依拠史料は第6表に同じ。
厳Lいものがあった。直井佐兵衛のr履歴」には，明治14年の横浜連合生糸荷
預所事件以後，横浜輸出生糸は下値を続げ，一方原料繭は高値をつげたため
破産の危機に瀕する経営が少なくなかったと述べられている。同資料によると，
糸価の低値・繭価の高値という状況は継続していた模様である。
　ただし明治16年になると，経営圧追の要因として，原料繭代よりも糸代低下
の比重が高まってくる。すなわち明治9年を100とした表示で，明治16年の原
料繭代指数は121と同11年の指数144より23ポイントも安くなっているにも拘
らず，生糸代価指数が73と11年の指数86より13ポイソトも下落したことが，代
価製造費差額を9年の1％程度に圧し縮めているのである（第7表）。
　この明治16年前後の生糸代価低落の要因については，同年のr事業景況」か
ら窺うことが出来る。帽〕これによると，r生糸売先」のわかる29経営中20経営が
横浜に販売しているが，そのうちr売先模様」の判明する5経営はすべて「損
害」となっており，その主要な要因としては，r銀貨（洋銀一筆老注）下落」に
よる糸価低落があげられている。横浜洋銀相場が下落するのは明治15年以降の
ことであるから，＝7］この記載と照応する。明治10年代後半の洋銀相場下落によ
って，高山製の器械生糸価格も影響を蒙ったわげである。なおそれ以前，明治
12から同14年にかげて洋銀相場はむLろ騰貴の傾向にある。従って，明治11年
の代価製造費差額の小ささについては主に原料繭の高騰によって，明治16年に
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ついては洋銀の下落によって説明しうると考えられる。帽］
　このように，器械製糸経営の利幅は，原料繭の価格と，洋銀相場に規定され
た横浜生糸価格との関係で決定される側面が強かった。明治10年代において，
器械製糸を取り巻くこうした外的環境が厳しい状態にあったことは明らかであ
ろう。そLて高山器械製糸業の場合には，経営数の減少と生産量の停滞からみ
て，全体としてはこうLた環境にうまく対応し得なかったと考えざるを得ない
のである。
（3）　「継続経営」の分析
　全体としては，厳Lい経営環境に適応Lえなかったかにみえる高山の器械製
糸経営ではあるが，明治10年代を生き延びた経営については，当然，何らかの
形での経営努力が存在したと推測される。本節では，明治11（1878）年から同20
年にかげて存続が確認されるr継続経営」について，その生産態様の変化を確
認することにしたい。
　第8表は，継続経営のうち明治11年と18年を比較しうる8経営についてまと
めたものである。11年の生糸百斤当りのr代価製造費差額」はマイナス12．4円
であり・これは同年の器械経営全体の平均プラス6．68円を下回っている（以下，
継続経営を含む器械経営全体の平均をr全体」と略記する。なおr全体」の動
向については第6表参照）。また平均製糸量も97貫とr全体」平均94貫を若干
上回る程度である。すなわち器械製糸導入期において，継続経営は必ずLも内
容的に優越Lていたわげではなかったのである。
　しかL明治18年になると，継続経営は全体の中で優位性を示すようになって
くる。すなわち，生糸代価については「全体」が609円であるのに対し622円，
また製造費についてはr全体」540円に対し535円と，僅かながら何れの数値も
継続経営が優越しており，その結果として，代価製造費差額も87円余と「全体」
平均69円を18円余り上回ることになる。さらに1経営当り平均製糸量はr全体」
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　第8表　継続経営の内容
1明治・・年1■　　　　　　　　　1
明治18年
?????????，
?「?
円
??
???? 667，75■ 622．45T??? 一
「
■ 製造費 680，151535．15
うち繭代 ・・…1112．80　1433．78■
！ その他 ■ 101．37！ ■
≡ 代価製造費差額 一12．40 87．30
≡ ≡
従業員数：A ！ 54人■≡ 49人
製　糸 且・里・ B ??
??「????
159貫
1釜当製糸量：B／A ■i 3．24貫
；就業日数：C 95目 ■■ 105日■
’人1灘1・・…1 ■O．02貫 ■■
■
0．03貫
■
35151
003貫1
483
（注）1．本表は，明治11－20年の「継続経営」のうち11・18の両年を比較でき
　　る8経営の平均値。
　2．従業員数には，工女その他男工も含む。
　3．繰目は，製糸量を工女延人数で除したもの。
　4．生糸百斤の製造費は、原料繭代・雑費給料の合計。
　5．明治u年は同12年「生糸生産書上」，同18年は『第2次農商務統計表』
　　に依拠。但L．11年の欄の従業員数は．12年の38経営の平均値。
　　　なお、12年の継続8経営の就業日数平均値はl02日である（明治12年
　　「生糸製造所調」）。
111貫に対し159貫と，かなり突出した姿を表してくるのである。
　この明治11年から同18年にかけての諸変化の中で，とくに次の点が注目され
る。それは，平均従業員数が11年の54人から18年には49人へと減少しているに
も拘らず，平均製糸量が97貫から159貫へと激増している点である。本表で取
り上げた経営の平均釜数は，この問むLろ増加の傾向にあるから，値1釜＝繰鍋
で繰糸に携わる製糸工女の数が削減されたとは考え難い。従ってここでの省力
化は，おそらく製糸工女以外の補助的労働者のそれによって成し遂げられたも
のであろう。この問の平均製糸量は，1．6倍の上昇を示Lているから，必然的
に労働生産性の上昇を見込まざるを得ない。そこで・就業日数の違いをも考慮
して従業員1人1日当りの製糸量（B／A／c）を算出したところ，明治11年0．02
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貫に対し，同18年は0．03貫，1．5倍の増加という結果を得た。
　この増加は，単純には労働生産性の向上を示すものであるが、しかしそれの
みにはとどまらない。ここに示された1．5倍の増加の要因としては，①原動力
の変化，②工女1人当りの繰枠数の増加，③製出生糸の相対的太糸化（生糸1
本当りの繭粒付数の増加＝生糸重量の増加），④r器械」の稼働率上昇による
ロスの減少，などが考えられる。このうち①は，12の継続経営の中で明治20年
までに原動力を変更Lたものが僅かに1つであることからみて，ほとんど間題
にならない。ωまた②も，明治38年に至ってもたお高山の工女1人当り繰緒数
が2口繰程度であるところからすると想定し難い。ω
　従って明治10年代の継続経営においては，③及び④が実現されつつあった可
能性がある。そして，③についてはそれを裏付ける若干の資料も存在する。す
なわち，継続経営に属する直井佐兵衛のr履歴」には，明治14年に直井らが生
糸を米仏に輸出した際，r米国に於て頗る成果を得」，それ以後同17年まで4年
間米国へr直輸出」を行ったとある。また同12・13年の開産杜製糸所総代の商
況報告にも，この当時，高岬こおいて米国向け生糸生産が増加しつつあったと
の指摘がみえる。胸米国向け生糸の太さがそれ以前のフランス向け生糸よりか
たり太目であったことは通説といって良く，㈱事実，先の開産杜製糸所総代の
明治13年商況報告にも，米国向げ生糸生産の増大に伴う「極細糸」の減少が指
摘されているのである。そLて直井佐兵衛の例に明らかなとおり，継続経営こ
そ，このように増大しつつある米国向け太糸生産の中心的担い手ではなかった
かと推測されるのである。
　以上述べてきたとおり，継続経営に代表される若干の経営については・省力
化をはかる一方でフランスからアメリカヘの市場的変化にも適応しつつあっ
た。明治10年代を通じ，全体として高山器械製糸業は停滞したかたちで推移し・
諏訪器械製糸業との差も歴然となってくるのではあるが，しかし，結果として
支配的なものとはなり得なかったにせよ，一部に生産力的拡充の方向が芽生え
　1588
近代飛騒器減製糸経営の展開 485
つつあったことも看過さるべきではなかろう。
注（1）なお，40釜以上の9経営についてはその56％に当る5経営が存続している。矢木
　　明夫氏は諏訪を例に取り，「原蓄遇程の進展度よりする時，明治10年代において為
　　理なく存続しえた器械製糸の規模は二○人前後せいぜい四○人繰位までの所であっ
　　た」と述べておられるが（矢木明夫『前掲書』188頁），高山の器械製糸の事例では
　　40人繰以上の経営ほど安定的であった。
　（2）明治10－12年期と同13－15年期の階層毎の平均生産量とを比べると，40釜以上の
　　各階層で1．4－1．5倍，それ以下の階層では1，8－2．3倍といったところである（第4
　　表参考資料に依拠）。
　（3）明治11年の売り先の判明する15の器械製糸経営のうち12経営は「茂木惣兵衛」，2
　　経営は「横浜三井会杜」であった（明治12年「生糸生産書上」）。なお，明治10・11
　　年分について犬まかな金額を捕捉しえた経営数は，全体の三割程度である。動力別
　　には水力・人力の一方への偏りはないが，釜数別では40釜以上の比較的大規模な器
　　械経営が多い。
　（4）以下「履歴」資料は，前出「生糸製造二関スル履歴書」「蚕業功労者調」。
　（5）明治12－14年にかけての器械生糸と座繰生糸との価格は付表に示すとおりであ
　　る。器械糸価格は座繰糸のユ、2倍程度であった。なお座繰法の製造費用が明らかで
　　はないので利益率の比較は出来ない。
　　　　　　　　　　　　　付表　生糸百斤当り価格
器械糸：A　座繰糸：B　A／B
明治12　　760．00
　　13　　　　　853．28
　　14　　　1，062．24
626，72　　　1．21
715．72　　　　工．19
875，52　　　　1．21
（注）　「開産杜総代より大蔵省商務局宛上申書」（高山市郷土館所蔵）
　所載の飛騨三郡器械塗造及び座繰提造の価格に拠るo明治12・13
　字は9一ユ2月の、同14年は8－11月の平均価格。
（6）明治16年「製糸事業景況」。
（7）前掲『横浜市史』第3巻上359頁。
（8）しかし明治14年についても，「洋銀下落」によって生糸下値との記載がみえる（明
　治12－4年「開産杜製糸所総代より大蔵省商務局宛上申書」）。これは，生糸価格が日
　毎に変化する洋銀相場と遠動して極めて不安定な捷移を示しており，従って製糸業
　老＝荷主にとって「売却時機」が殊の外，重要であったことを窺わせる。例えぱ明
　治16年の「開産杜事業景況」には，「一六年度製糸売却時機ハ（中略）一○月一一月
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　生糸下落スルニ依リ，何レー七年一月以後ナラテハ商況ヲ挽回スルノ見込無之，因
　リテ夫迄ハ売却ナササルノ心算ニテアリシヲ，横浜振繕組二於テ，荷主一名ノ示談
　モナクシテー一月二至リ専断ノ故ヲ以売却（中略）販売見込ノ蒔機ヲ失セシカ為（中
　略）損失ヲ増加セリ」とある。
（9）第8表の継続8経営の釜数変化は，明治11年合計380釜で1経営の平均は48釜，
　ユ6年には432釜で平均は54釜と増加の傾向にある（明治11年「妓阜県管内機械製糸
　所一覧表」，同16年「製糸事業景況」）。
⑩　明治11年から同15年については「岐阜県管内機械製糸所一覧表」，明治16年以降
　については各年『岐阜県統計書』参照。
ω　朗治40年『第四次全国製糸工場調査表』。
⑫　「開産杜総代より大蔵省商務局宛上申書」。
⑱例えぱ石井寛治『前掲書』42頁参照。
4　おわりに
　近世において，飛騨は為登糸地帯として幕藩制的な商品流通機構の中に組み
込まれており，高山二高山商人はそうした流通の飛騨におげる結節点としての
役割を担っていた。しかし，安政の開港によってこうした構造は大幅な変動を
余儀たくされた。生糸集散の中心には，京都に代り開港場横浜が押し上げられ
た。そLてこの新たに生じた飛騨一横浜間の生糸流通をめぐり，明治期には高
山商人の強力たライバル「他国商人」が登場し，高山商人は流通支配権を失う
ことになったのであ飢高山商人が生糸営業から引き続き利潤を抽出していく
ためには，横浜市場で受げ入れられる品質の生糸を確保する必要があったが，
開港後の生糸粗製濫造により，ここ飛騨でも良質生糸の生産は減少していた。
また僅かに残った良質生糸についても，新たに入りこんできたr他国商人」と
の競合が必然であったと思われ乱
　横浜で受げ入れられる品質の生糸を確保するために，高山商人は器械製糸を
選択せざるを得たかった。そLて器械製糸への進出は大資本を要するが故に，
彼ら自らが生産に携わることを余儀なくした。そこで彼らは，政府＝県の器械
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製糸奨励策を活用しつつ器械製糸経営への進出を開始したのである。彼らの行
動はr他国商人」に対する防衛的な意味をもつが故に急速であり，また彼らの
幕藩制下での蓄積を反映してその経営には相対的に大規模なものが多く含まれ
ていた。
　こうして出現した器械製糸経営にとって，明治10年代の経営環境は好適なも
のとは言い難かった。すなわち，当初は原料繭の高値が，後には洋銀相場の下
落が，高山の器械経営に打撃を与えた。r代価製造費差額」の推移から見て，
明治11年以降，経営の利幅はかなり縮小Lたと考えられる。Lかも信州諏訪と
は異なり，器械製糸経営が下から続々と誕生するという状況は，ここ高山にお
いては見受けられなかった。その結果，経営の数は減少し，やがて生産量も停
滞するなど，全体として高山の器械製糸業は停滞的に推移する。
　ただし，明治ユ0年代を通じて存続する経営については，省力化を図り，また
市場の変化に対応して生糸品質を転換するなど，生産力的拡充への方向性がみ
とめられる。しかし，こうLた方向性も，高山器械製糸業の停滞性を払拭する
には至つていない。
　以上，高山におげる器械製糸の展開遇程は，幕藩制的な生糸流通の中枢にあ
った高山商人の，開港によるイソパクトヘの対応過程ととらえることが出来よ
う。民富の上に成立したものではないが故に，高山における器械経営の発生力
が諏訪に比べて著しく劣っていた感は否めない。しかLそうした中で，生産力
的拡充の方向性を秘めた経営が存在したことも看過L得ない。かかる経営が順
調に成長し得なかった要因は，隣接する信州諏訪器械製糸業との関係でとらえ
る必要があると思われるが，これについては別の機会に論じることにしたい。
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